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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2023年５月25日に提出いたしました第45期（自2022年３月１日　至2023年２月28日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

EDINET提出書類

イオン北海道株式会社(E03268)

訂正有価証券報告書

2/6



第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

　　（訂正前）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

　建物及び工具、器具及び備品であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2009年１月31日以前のものにつ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

 
前事業年度（2022年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 2,131 1,593 181 356

 

（単位：百万円）

 
当事業年度（2023年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 2,131 1,675 181 274

 

（2）未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）

 前事業年度（2022年２月28日） 当事業年度（2023年２月28日）

１年内 127 131

１年超 392 261

合計 520 392

リース資産減損勘定の残高 52 24

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：百万円）

 前事業年度（2022年２月28日） 当事業年度（2023年２月28日）

支払リース料 180 180

リース資産減損勘定の取崩額 25 27

減価償却費相当額 82 82

支払利息相当額 34 25
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（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし各期への配分方法については

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（借主側）

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（2022年２月28日）
当事業年度

（2023年２月28日）

１年内 1,503 1,431

１年超 7,797 6,441

合計 9,300 7,873

 

（貸主側）

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（2022年２月28日）
当事業年度

（2023年２月28日）

１年内 443 364

１年超 4,833 3,565

合計 5,277 3,929
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　　（訂正後）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

　建物及び工具、器具及び備品であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2009年１月31日以前のものにつ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

 
前事業年度（2022年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 1,835 1,362 181 291

 

（単位：百万円）

 
当事業年度（2023年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 1,835 1,430 181 223

 

（2）未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）

 前事業年度（2022年２月28日） 当事業年度（2023年２月28日）

１年内 111 113

１年超 364 251

合計 476 364

リース資産減損勘定の残高 52 24

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：百万円）

 前事業年度（2022年２月28日） 当事業年度（2023年２月28日）

支払リース料 172 172

リース資産減損勘定の取崩額 26 28

減価償却費相当額 67 67

支払利息相当額 41 31

減損損失 37 －
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（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし各期への配分方法については

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（借主側）

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（2022年２月28日）
当事業年度

（2023年２月28日）

１年内 5,835 6,146

１年超 9,033 13,889

合計 14,868 20,035

 

（貸主側）

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（2022年２月28日）
当事業年度

（2023年２月28日）

１年内 923 707

１年超 4,960 3,816

合計 5,883 4,524
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